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研究成果の概要（和文）：　大規模地震災害下における被災者の避難者支援体制について、2016年4月の熊本地
震の事例を検証し、課題を整理することを趣旨として、地域の障害者を積極的に受入れ、インクルーシブな避難
所運営を行った熊本学園大学の事例の評価を、避難所システムを成立させた当事者による内部観察として行い、
学際的な研究組織のもとに多面的な調査研究・検証を行った。
　障害者や高齢者の地域生活の脱施設化という流れの中で、災害時に福祉施設への入所対応を求め、避難所自身
が「施設化」する傾向を実証的に検証できた。今後の被災者支援のあり方についての提言につなげる方向性を明
確にできた。

研究成果の概要（英文）：Regarding the support system for evacuees and sufferers under a large-scale 
earthquake disaster, we verified the case of the Kumamoto Earthquake in April 2016 and arranged 
shelter’s conditions, and actively accepted people with disabilities in the area.
We evaluated the case of Kumamoto Gakuen University, which operated an shelter, as an internal 
observation by the parties who established and managed the evacuation system, and conducted 
multifaceted research and verification under a multidisciplinary research organization. 
In the trend of deinstitutionalization of community life for people with disabilities and the 
elderly, we have been empirically verifying the tendency of evacuation shelters to become “
institutionalized” in response to admission to welfare facilities in the event of a disaster. We 
have clarified the direction that will lead to recommendations regarding future support for victims.

研究分野： 社会科学

キーワード： 大規模地震　避難所　災害　障害者　合理的配慮　内部観察　オーラルデータ

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
  災害避難所に関しての実践的研究が少ない中、2016年4月の熊本地震の際、避難所運営に直接当たった研究者
たちによる調査研究であり、内部観測というべき研究手法に基づき調査研究を実施した。詳細なクロノロジーや
メモ類に至るまでの運営にかかる資料、研究会を通した当事者の記録などを収集整理できた。
  東日本大震災の経験に学ぶ調査、2018年九州北部豪雨の現地調査、さらに近未来に大規模災害が予想される高
知市調査とあわせて熊本地震の避難所運営の意義と特徴を明確にでき、今後の災害への教訓を提示し得るものと
考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。
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1. 研究開始当初の背景 

 本研究に加わる研究者は、熊本学園大学社会福祉学部あるいは熊本学園大学水俣学研究セ

ンターに所属し、社会福祉学あるいは社会災害としての水俣病研究に従事するとともに研究

交流を密にしてきた。2016 年 4 月に起きた熊本地震においては、被災した大学キャンパス内

で、避難所運営に従事し、750 名を超える避難住民の一般避難所で、障害者や介助を必要と

する高齢者に避難場所を提供しインクルーシブな避難空間を創出した。これは、メディアに

大きく取り上げられたばかりではなく、訪問した災害支援 NPO などの関係者や政府・行政

関係者（文科省、内閣官房、熊本市）から高く評価された。災害研究者からは「熊本学園モ

デル」として記録を整理し、その意味を検証するようアドバイスを受けた。そこで、避難所

を実際に担った大学研究者を主体として、緊急に記録を整理し今後の教訓とすべき課題の提

示を構想したものである。 

 

2. 研究の目的 

 2016 年 4 月 14 日-16 日の熊本地震において、熊本学園大学は発災直後、自主避難所を開

設、750 名の地域の避難者を受入れ、その中に障害者のエリアを設置し 60 名の障害者も含め

たインクルーシブな避難所運営を行った。これは、従来の様々な大規模災害において課題と

されながら実施されてこなかった画期的な取り組みとして高い評価を受けている。 

 一方、大学の施設設備だけではなく、学生をはじめ人的資源もまた最大限活用され、外部

からの支援者および近隣の医療機関や福祉関係者の協力も得た。それによって、医療・介護

の体制による衛生環境や健康保持、物資の確保、食事提供体制をはじめ避難住民の 24 時間支

援体制を独自に築いた。また、避難所の閉鎖にいたる過程では、避難者との個別対応を繰り

返したうえでの生活支援（住居の片付け、転居の手伝いなど）や行き先（自宅帰還、新住居）

の確保支援を行い、最後の避難者の次のステップへの移行が確定するまで 45 日間運営した。 

 このような独自の経験を、避難所運営を担った研究者たちが検証し、可能となった条件や

社会的環境を明確にし、今後への教訓を提示することを目的とする。 

 

3. 研究の方法 

（1）熊本学園大学の避難所運営の取組の検証 

 大学避難所の経過を、人、モノ、組織、情報の観点から、一片のメモまで含む記録および

オーラルデータを整理するとともに、避難者の調査を行う。「避難所」「福祉避難所」「要配

慮者」等といった用語は、緊急災害下で無意識的に用いられたが、災害救助法に基づき、内

閣府のガイドラインや自治体によって設置、運営等が定められているもの、実際の災害下で

は、立地、災害の状態、人材や設備等によって、多様である。先進事例の検討とそれを可能

にした条件を検証することによって、今後の大規模地震災害の緊急時避難に関する課題を

示す。 

（2）同時期の熊本地震下における種々の避難所の運営実態の明確化 

 熊本市内の同規模の避難所および熊本市の近郊の益城町の避難所を対象に、運営者、関係
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者へのヒアリング及び行政機関、外部支援団体への聞き取りを実施し、熊本学園大学避難所

の特質を明確にする。また、「福祉避難所」がどのように機能したかを明確にする。熊本地

震下では、県下に千カ所近く設けられた福祉避難所は、受入れ人数やマッチングの観点から

うまく機能しなかったといわれる。それらの検証を踏まえて、一般の避難所運営の一環とし

て障害者や介助の必要な高齢者を受入れる体制を構築していた熊本学園大学のケースの挑

戦の意味が検証可能となる。 

（3）大学としての組織体制、学生ボランティアの体制とその経験のヒアリング、及びその後の

経過について記録の整理とヒアリング 

 記録については、掲示物や会議資料、行政からの通知文などは運営者の判断ですべて残す

ようにしていた。それらが本調査の基礎資料となる。 

（4）避難住民への調査、ヒアリングとフォロー 

 地元の自治会と連携して、地域住民への発災直後の避難行動、その際の問題点や課題に

ついてのアンケート調査を行う。その中で、熊本学園大学への避難住民には、避難体験につ

いての設問を設定、二次的調査として面談調査を実施して、避難所生活の課題やその後の生

活状況を明らかにし、発災直後の緊急時対応が持つ意味を明らかにする。 

（5）DMAT、JMAT、DPAT、DCAT、JRAT をはじめ、緊急時支援組織の巡回訪問があったが、

その有効性の検証。担当団体や担当者へのヒアリングを行う。 

（6）外部支援 NPO の活動の記録と有効性の検証および自治体など行政組織との連携の検証 

 

 

4. 研究の成果 

 本研究では、内部観察という研究主体と研究方法、避難所という制度への批判的検証の視点を

研究の柱とし、研究代表者や分担者の専門性、連携研究者を活かしグループ間または他大学や機

関と綿密な情報共有や研究会を行い、相次ぐ大規模災害を受けながらも臨機応変かつ弾力性の

ある研究活動を推進した。 

（1）避難所に関する資料整理と収集 

 熊本学園大学における避難所の運営にあたり残された災害関連資料を基礎資料とし、こ

れを入力・整理・目録化した。災害関連資料の主なものは、①本学避難所の避難者へのヒ

アリング調査記録、②本学避難所での健康医療班のケース記録、③本学避難所常駐の市役

所担当の記録、④相談内容を支援につなげるための検討会での事例紹介、⑤避難所内掲示

資料・行政からの通知など資料・写真資料・個人メモ・新聞記事・ニュース映像など資料形

態は多岐にわたる。これらの記録の公開範囲は、熊本学園大学水俣学研究センターの倫理委

員会で審査され、個人が特定できないよう加工し公開の準備を進めている。 

（2）内部観察 

 本学避難所の運営に携わった研究メンバーで研究会を開催し、記憶の再構築を図り、個々

人の経験の記憶が曖昧で事実確定のために種々のプロセス・ドキュメントによる補正を行
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い、避難所の経時的変化と個々人の経験の事実確定を行った。このことが、避難者や被災者

への面接調査とオーラルデータの収集に大きな示唆を与えた。また、本学避難所の特質を明

確化するために、熊本市内の同規模避難所および近郊市町村の避難所運営者・関係者および

行政機関へのヒアリング調査を実施し、発災時から避難所収束時までの、大学内及び学外か

らの支援に関する人の動き、組織の動きを模式化した。そのうえで、災害救助法に基づき避

難所運営の設置・運営等が定められているものの、実際の災害下では運用の範囲・あり方・

処遇など多様であることを明示した。このほか、大学としての組織体制、学生ボランティア

の体制とその経験及びその後の経過についてヒアリングを実施し、内部観察を行った。 

（3）避難住民へのヒアリング調査とフォロー 

 地元の自治会と連携し、地域住民への発災直後の避難行動、その際の問題点や課題につい

てのアンケート調査用紙作成を十数回におよぶ研究会を通して準備した。そのうえで、本学

の倫理委員会に申請したものの、正式に受理されたのかさえ回答がなく、承認、不承認、条

件付承認という結論が出ないまま、申請書や研究計画書、調査票の修正が幾度も求められ研

究期間中にアンケート調査実施にまで至らなかった。現在、災害ソーシャルワークを専門と

する他大学の倫理委員会に申請準備中である。熊本においては、再び熊本豪雨災害を経験し

たものの、熊本地震での経験が活かされない避難所運営が行われているため、アンケート調

査は本研究期間終了後も喫緊の課題として取り組む。 

（4）比較調査 

 東日本大震災での避難所での経験をヒアリングするため、仙台市役所被災者支援担当部

局や南相馬市障害者支援事業所を訪問し、発災当時の実態ならびにその後の対応について

調査し、本学避難所の事例と比較検討を行った。また、高知市をはじめ南海トラフ地震を想

定した自治体の減災プロジェクトを視察し、障害者や高齢者の被災者支援のあり方につい

て意見交換を行い、本調査結果の活かし方について検討を重ねた。 

（5）研究成果の発信 

 「熊本学園大学災害避難所研究プロジェクト」としてホームページを開設した

（http://www3.kumagaku.ac.jp/hinan/）。本研究期間中の研究成果は、学会などで報告し、

論文発表も行うとともに、ホームページ上で基礎資料などを公開するシステムを構築中で

ある。 
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